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A. 目的 

船員は陸上からの支援を受けることが困難な生活

共同体であり、気象等の自然条件に左右され、かつ連

続乗船による長期間の労働、当直・出入港等での特殊

な交代勤務形態等にある。50 歳以上の船員は全体の

47%、このうち約半数が 60 歳以上となっており高齢

者の割合が高い。船員法 111 条報告では、漁業は陸

上に比べて労働災害が 8 倍多い。さらに、船員の疾

病発生率は 0.81%であり、陸上 0.41%と比較して高

い。また、メタボリックシンドローム該当者の割合が

27.3%と高く、生活習慣病による死亡の割合が高い。

脳・心臓疾患発生者のうち、海運業を含む運輸業・郵

便業は全事案の 3 分の 1 であり、漁業は全業種の中

で発生率が最も高く、雇用者 100 万人について 38.4

件となっている 1)。9 割以上が「長期間の過重業務」

となっている。船員は職住が海上ということで揺れ

によって胃腸の活動が抑えられやすくヘルニア等に

よる腰痛も多くなる。さらに船内はスペースが限ら
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れていることから運動不足になりやすくエネルギー

の消費も少ないため、肥満が多い。食事に関しては塩

分が多くなりがちで陸から離れているという特徴か

らバランスの良い食事を摂ることも難しい環境であ

る 2-3)。そのため一般の陸上労働者よりストレスが多

いにも関わらず、すぐに下船することや病院に行く

のもままならず、さらに労働災害が多く命に関わる

ものも少なくない。�

そこでストレス改善を促すこと等、職場の安全改

善を促進させる取組みが必要である。船員の健康確

保に向けて国土交通省では船員の働き方改革の取組

みの一環として、令和元年 9 月に、陸上の労働者の

健康管理や産業医学の専門家、 関係労使団体等を委

員とする「船員の健康確保に関する検討会」を開催

し、内航船員の健康確保対策に関する具体的な制度

設計について議論した。令和 2 年 10 月 19 日に「船

員の健康確保に向けて」を公表した。その概要として

は、①船員の健康診断のあり方、②船員の過重労働対

策、③ストレスチェック等のメンタルヘルス対策、④

船員向け産業医の導入等である。陸上より隔離され

た環境にあり住職一体となっている船舶の特徴のた

め、健康管理に向けて、情報通信機器を活用した対応

が船内でもできるよう、国は実証実験等の知見を通

じて、情報通信機器を活用した面接指導等を実施す

る医師、使用する情報通信機器や通信の状況、プライ

バシーへの配慮等の留意事項についてのガイドライ

ンを作成するとしている。また、船員向け産業医は海

上労働に関する制度や船内環境等の海上労働の特殊

性に関する情報が必要である。国は、DVD や e ラー

ニング等を活用しつつ、産業医向けに船員の働き方

等について学ぶことのできる機会の確保をあげてい

る 2-3)。  

 

B. 方法 

情報機器を活用した遠隔での船員の労働安全衛生

体制の構築、その内容を実現するために産学による

社会実験を実施する。陸上労働者に関する制度・取組

みを参考にしつつも、陸上労働にはない海上労働の

特殊性（勤務場所等と管理事務所との位置関係、勤務

形態、保健医療へのアクセシビリティの制約等）を配

慮する必要がある。船員は陸上に比べて疾病率が高

く、その職場環境から医療機関を受診する機会を逸

している。その中で、陸上の制度を基にしながらも、

職住一体となった交代制勤務等の船員の労働環境の

特殊性を考慮しなければならない。また、コロナ禍の

影響もあり船社、医療機関の負担を低減させる必要

がある。国土交通省のアドバイスを受けながら、効率

化と ICT 技術を活用してオンライン等の健康相談体

制について社会実験を行い、その効果について考察

するものである。 

具体的には、海上の船員に対して情報通信機器等

を活用して産業医活動が行うことができるか、海上

の船員に対する産業医活動のために開発したシステ

ムが適切に稼働するかを確認するための社会実験と

する。 

① 長時間労働者への面接指導について 

勤務時間管理についての記録（船内記録簿）より、

規定以上（80 時間）の長時間労働者に対して集計し

て、通知して医師との面接を促す。船員がアプリ（ま

たは電話）で都合の良い時間の予約をして、遠隔で面

談する。 

② 労働者の健康と安全を守るため 

労働安全衛生法の一部を改正する法律が平成 26

年 6 月 25 日に公布され、その改正項目の中にストレ

スチェック制度がある。この制度では事業所におけ

る労働者の心理状態を把握するためにストレスチェ

ックを行うことを労働者数が 50 人以上の事業所で

義務化し、50 人未満の事業所では努力義務とする制

度であり、定期的（年に一度）なストレスチェックを

義務付けることで自分自身のストレスがどの程度で

あるかを自覚してもらいメンタルヘルスの不調リス

クを軽減させ、各事業所における検査結果からスト

レスの要因を評価することで職場環境の改善を進め

ることを意図している。その実施に当たり、厚生労働

省はストレスチェック実施プログラムを提供して、

各事業所で導入がスムーズにできるようにし、職業

性ストレス簡易調査票の 57 項目と、それを簡易的に

した 23 項目の 2 種類からストレスチェックを受け

ることができる 4)。さらに、受験した集団に関しての

集計や分析することができる。（一財）海技振興セン
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ターでは、そのプログラムに船員独自のストレスに

項目を追加したプログラムと、さらに集団分析プロ

グラムを作成した 5)。 

ストレスチェックについては、船員がスマートフ

ォンアプリ（または紙）で実施する。 高ストレスと

判定された船員は、アプリ（または電話）で都合の良

い時間の予約をして、遠隔で面談する。ストレスチェ

ックアプリの作成には Google フォームを用いた。

Google フォームは Google によって無料で提供され

ているサービスのひとつであり、結果を個人ごとや

質問ごとに集計することができ、メールや URL で簡

単に共有することができる。このフォームでは個人

へのメールや集団ごとの集計を行うことができない

が、他のサービスである Google スプレッドシートや

Google ドキュメントなど連携し、GAS（Google Apps 

Script）のプログラミングにより、これらの自動化を

実現することができる。 

③ 衛生委員会について 

産業医は疾病、健診の結果報告、職場の点検状況等

を、船社の担当者が産業医を事前に予約し、オンライ

ン（または来訪）で衛生委員会を開催する。 

④ 産業医による職場巡視について 

衛生担当者が巡視した結果を、適切に、画像や動画

付きで、産業医及び陸上事務所に伝える。職場巡視の

支援ツールとしてWIBチェックリストをWEBで提

供する。 

 

運営体制として大学が企画とアプリの開発、病院

が産業医による面接を調整する。産業医は船を見学

するなど、職場環境の理解を深める。中部地方、近畿

地方、中国地方（離島）の内航船社の協力により、ス

トレスチェック、長時間労働者に対する健康相談、産

業医による職場の指導等を実施する。期間としては、

令和 2 年 10 月中旬から令和 4 年 3 月を予定し、衛

生委員会、職場巡視の記録、産業医との面接内容、船

員へのアンケート調査等で評価する。社会実験の成

果を船員の健康管理体制のモデルにしたいと考える。 

この実験の目的として、海上の船員に対して情報

通信機器等を活用して産業医活動を行うことができ

るか、海上の船員に対する産業医活動のために開発

したシステムが適切に稼働するかを確認するための

社会実験とする。 

実現化のために特別な機器を使わない。既存の通

信システムの利用（本システムは Zoom を利用）ス

マートフォンまたは PC のアプリを活用する。既存

のシステムの活用によりメンテナンスを簡略にして、

費用を抑えられる。 

①ストレスチェック、②長時間労働者への面接指

導、③遠隔による安全衛生システム、④遠隔による巡

視が可能であるかどうかを、実験を通じて評価した。 

 

C. 結果 

本実験での結果を示す。社会実験は令和 2 年 11 月

～令和 4 年 3 月の予定であるが、令和 3 年 3 月現在

は以下の 5 社の協力で社会実験を実施している。実

験の途中であるが、有益な知見を得られたので報告

する。 

A 社 中国地方の離島にある従業員約 20 名の旅客・

観光船の会社 

B 社 中国地方の離島にある従業員約 40 名の土砂

運搬船の会社 

C 社 中国地方にある従業員約 140 名の内航貨物船

の会社 

D 社 近畿地方にある従業員約 20 名の内航貨物船

の会社 

E 社 中部地方にある従業員約 70 名の内航貨物船

の会社 

 

それぞれの状況を以下の様にまとめた。 

① ストレスチェックの状況 

C 社、D 社を除く 3 社が参加して実施した。A 社

では 14 名がストレスチェックを行い（その中で Web

アプリ利用は 6 名）高ストレス者は 2 名であり、B

社では 15 名がストレスチェックを行い（その中で

Webアプリ利用は7名）高ストレス者は2名であり、

E 社では 28 名がストレスチェックを行い（全員が

Web アプリ利用）高ストレス者は 7 名であった。 

WEB 版ストレスチェックを受検した高ストレス

者に対しては、結果の数値ともに、産業医との面談を

促す文章と連絡先の Web による予約案内、電話番号
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を案内するメールにて返信した。産業医との面談を

希望する船員はいなかった。ストレスチェックを利

用者に使い勝手を聞いたところ、数人メールアドレ

スの入力ミスがあったとのことだが、特段問題なか

った。 

 

② 長時間労働者への面接指導について 

各社に依頼したが、回答のあった A 社と B 社は長

時間労働の該当者がなかった。今後は他の会社の協

力を得て、対象者を抽出して、産業医との面談を促す

予定である。また、船舶と病院を遠隔で通信した際

に、船員の居室や倉庫からも通信できたことを勘案

すると、船員が居室から直接医師に相談した場合で

も、十分に対応できると考えている。 

 

③ 産業医について 

A 社、B 社で遠隔で安全衛生委員会を模した、ミ

ーティングを開催した。 

A 社での詳細を示す。 

令和 2 年 11 月 16 日 13 時 30 分 ～ 50 分 

A 社 社長 支配人（中国地方の離島） 

神戸マリナーズ病院 産業医（神戸市） 

Zoom を用いて、遠隔で通信した。 

A 社 巡視 令和 2 年 11 月 16 日 14 時 15 分 ～ 

25 分 

フェリー（198t） 船長 支配人 

神戸マリナーズ病院 産業医（神戸市） 

 

C 社 船内巡視 記録 

令和 2 年 12 月 14 日 14 時 ～ 40 分 

メンバー C 社 内航貨物船（699t）船長 乗組員 

船社社員（四国地方） 

神戸マリナーズ病院 産業医（神戸市） 

神奈川大学（横浜市） 

Zoom を用いて、遠隔で通信した。船専用の Wi-Fi 設

備はあるが、甲板等を巡視する際は港湾にある既設

の設備でインターネットにアクセスした。 

 初めに、船長に船の概要、運航スケージュールを確

認し、次に船内の労働災害、疾病状況を聞いたとこ

ろ、特に問題はなかった。船員はみんな腰痛になって

おり、荷役の後少し休憩して運航につくという対策

をしてストレスをためないようにしている。同じメ

ンバーで乗船をしているために、コミュニケーショ

ンは取れている。 

 次に、ブリッジ→居室→風呂→食堂→厨房→甲板

→機関室と遠隔で巡視をした。 

産業医からのアドバイスとして「新船でもあり、凹

凸には警戒塗装がされる等、よく整備されている。ま

た、小さいことでも問題があれば、改善を挙げてほし

い。腰痛については船内でもできる腰痛体操がある

ので、参考にしていただきたい。実験実施後にもイン

タビューをしたところ、映像も音声も明瞭で、気軽な

雰囲気で会話ができたと好評であった。 

 

D. 考察 

社会実験を実施した結果、以下の事が明らかにな

った。 

① ストレスチェックについて 

・ストレスチェックのチェックシートを船内で情報

通信機器等を活用して、適切に記載することができ

た。 

・記載した内容について、船員から医療機関に適切

に伝えることができた。 

・ストレスチェックの結果の集団分析を行うことが

できた。 

② 長時間労働者への面接指導 

・長時間労働者への面接指導については、今回は対

象者がいなかったためにできなかった。今後実験を

行う予定であるが、停泊中の船室や倉庫等からも映

像や音声が明確に通信できた。 

③ 産業医について 

・産業医と相談して巡視する事項について、衛生担

当者が巡視した結果を、適切に、画像や動画付きで、

産業医及び陸上事務所に伝えることができた。 

④ 産業医面談に関わる予約システム等について 

・産業医面談向けに開発した予約システムが適切に

稼働する。ストレスチェックの集団分析用に作成し

た集計システムが適切に稼働できた。 

 

E. まとめ 
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今回の実験での知見から、遠隔通信機器について、

映像や音声は利用者が満足のいくものであったが、

照明の工夫やイヤホンの活用により、より質の向上

が図られる。ストレスチェック等のスマートフォン

アプリケーションの活用や、パスワード付きファイ

ルの活用等でセキュリティも保持できると考えられ

る。 

また、高ストレス者の医師との面談の際には、個人

へストレスへの対処方法とともに、船長や船社に対

しては船内での対話の促進する船員向け自主改善活

動（WIB）が国土交通省第 11 次船員災害防止計画に

取り入れられ実績をあげている。船員向け自主改善

活動の導入を促し、働きやすい職場の実現を目指す

ために併せてアドバイスを行う。 
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